
データヘルスの推進について

厚生労働省保険局医療介護連携政策課

医療費適正化対策推進室長

安藤 公一

平成26年度地域・職域連携推進事業関係者会議
平成26年10月３日（金）
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普
及
率

医療機関のレセプト電子化の推移（レセプト件数ベース）

医科（病院）

医科（診療所）

歯科

調剤

請求月

99.9%

99.9% 99.9%

76.0%

40.7%

99.9%

4.6%0.0%

95.7%

85.8%

98.6%

86.7%

62.9%

25.0%

99.9%

97.9%調剤 医科（病院）

歯科

医科（診療所）

67.9%

99.9%

99.4%

91.0%

31.5% 原則電子化時期

医科病院：２２．１請求分～

調 剤：２２．１請求分～

医科診療所：２２．８請求分～

歯科診療所：２３．５請求分～

99.9%

99.9%

93.0%

46.4%

94.4%

55.7%
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総計

総計 普及率（件数ベース）

0% 100%

400床以上

400床未満

病院計

診療所

医科計

歯科

調剤

オンライン６８．８％

９９．９％

９６．７％

６７．９％

９９．９％

オンライン

電子媒体

紙

病
院医

科

歯科

調剤

1,082万件

2,961万件

社会保険診療報酬支払基金調べ

電子媒体

２３．０％

普及率

400床未満

400床未満

病院計

1,102万件

診療所

医科計

オンライン ６９．６％

3,804万件

4,906万件

９９．９％

９９．９％

９５．７％

紙レセプト
５．７％

電子レセプト請求普及状況（件数ベース） 【平成26年4月請求分】

総 計

電子レセプト ９４．３％

400床以上

オンライン ７１．３％
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各保険者のデータベースシステムの概要

レセプト管理・分析システム
（健保連システム）

協会けんぽシステム 国保データベース(ＫＤＢ)システム

保有者 健康保険組合、健康保険組合連合会 全国健康保険協会（本部） 国民健康保険中央会、国保連合会

活用者 健康保険組合 全国健康保険協会（本部＋各支部） 市町村国保、国保組合、後期高齢者医療広域連合等

システムが
保有する情報

・特定健診・保健指導情報
・医療レセプト情報※歯科を含む

・特定健診・保健指導情報
・医療レセプト情報※歯科を含む
・がん検診情報

・特定健診・保健指導情報
・医療レセプト情報 ※後期高齢者医療含む

・介護レセプト情報
※歯科レセは今年度中収載予定

システムの
活用方策

現状の把握
健保組合内の健康状況を確認するととも
に、他の健保の形態・業態・規模別等での
比較や健保内の事業所別での分析を行う
ことにより、自らの特徴を把握

現状の把握
都道府県の支部ごとの健康状態を確認
するとともに、支部別や、支部内の事業
所別・事業所規模・業態別に比較するこ
とにより、支部の特徴や支部内の事業
所の特徴を把握

現状の把握
その地域の健康状況（特定健診・特定保健指導
の実施状況、疾病別医療費、一人当たり医療費
等）を確認するとともに、他の地域の健康状況と
比較することにより、自らの地域の特徴を把握し、
優先すべき課題（健診受診率向上、生活習慣病
予防、重症化予防等）を明確化

保健指導への活用
適正受診が望まれる者や、優先的に保健指導の対象とすべき者を判断し、個人に対する効率的・効果的な保健事業を実施

稼働時期 平成26年４月～ 平成20年10月～ 平成25年10月～
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レセプト管理・分析システム（健保連システム） 画面イメージ①

＜全体比較した医療費の状況の把握＞

全健保組合と自健保組合との間の一人当たり医療費や受診率等を比較することにより、自らの組合の医療費が高い疾病
を把握することが可能

＜健保組合内の事業所別医療費の状況の把握＞

健保組合内の事業所の中で、医療費が高い事
業所を把握した上で、その事業所内で医療費が
高い疾病を把握

比較
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＜医療機関未受診者の把握＞

同一の者の健診情報と医療レセプトについて分析を行うことにより、健診で異常値を出しているにも関わらず、通院をして
いない者を抽出し、受診勧奨を行う。

レセプト管理・分析システム 画面イメージ②
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医療受診状況（疾病別の医療費）を
確認します。

県、同規模保険者、全国の医療費の状
況を比較します。

医療費（１人当たり医療費）の年次
推移を確認します。

国保データベース(ＫＤＢ)システム 画面イメージ

＜健診・医療・介護データからみる地域の健康課題＞
地域の人口構成や被保険者構成、生活習慣、健診結果状況、医療状況、介護状況について、県、同規模保険者、全国の状
況と比較、自保険者のポジション（順位）の把握
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特定健診・保健指導結果レセプト情報 電子データ

保険者

加入者の健康・医療情報を電子的に保有

レセプト ：約92％
特定健診：(協会けんぽ) 約37％

(健保組合) 約69％

→ データ分析に基づく保健事業 （データヘルス） が可能に

保険者の一部で、データ分析を活用した先駆的な保健事業を実施
しかし、全体的な普及には至っていない

加入者の健康課題の分析

データヘルスの発想

電子データ

8

これらの情報をＩＤ付きで持っている
のは、保険者だけ！



データヘルスの推進（ステップ①）

9

加入者を知る・自らの保険者の立ち位置を知る
○加入者に対する全般的・個別的な情報提供

○個々人の状況に応じた健康増進活動への促し・健診の

未受診者に対しては受診勧奨

－ＩＴを活用した自己情報管理
－ビジュアル化（同年代比較、経年比較）・インセンティブ
（ポイント制）・ＳＮＳ等
⇒工夫を施した情報提供や動機付けを

○関係機関（例えば健保組合であれば事業主）・部署（例

えば国保であれば保健衛生部門）との問題意識の共有
－事業所・職場の特徴分析と事業所への情報提供
－中小企業には通信簿方式も



出光健保組合の例 生活習慣病予防・健康増進支援サイトを活用した保健事業

○ ウォーキングやジョギングなどの健康づくりに資する活動に対して、健康グッズやスポーツクラブ利用券などと交換できる
ポイント（健康ポイント）を付与する仕組みやＳＮＳ機能を用いた応援や励まし機能を活用した健康管理ツールを用いて、継
続的な健康管理や生活習慣の改善を目指す。

「個人向け健康ポータルサイト」

～目標設定と記録～
（できた・できなかった）

管理機関
（KENPOSなど）

健
康
保
険
組
合

加入者

業務委託

利用登録

・健康管理（歩数・体重・健康日記など）
・健診予約／健診結果通知

サービス提供
活動

記録健康ポイント付与・交換商品発送

健康アクション

・歩数・体重を記録する
・健康アンケートに答える
・健康診断を受ける

ポイント付与メニュー（例）

BMI25以上の者：-3.1kg
全体平均：-2.6kg

健康管理ツール導入者の平均体重の推移（9ヵ月）
健康管理ツールの参加・非参加者における医療費の推移

0

500

1000
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2000

2500

3000

参加男性 非参加男性

2010年
2012年

-17%

+4%(生活習慣関連医療点数)

n = 827 n = 2758

(S健保組合)
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協会けんぽでは、保有する健診結果データ、医療費データを活用し、特定保健指導等の対象となる事業主に、全国・県・同業態
と比較した健診結果（メタボ関連リスク保有率等）や医療費を示して、当該事業所における健康づくり意識の醸成や健康づくり事
業の取り組みを支援している。

名 名

円 円

名 名

円 円

同業態平均（★★県） 10,069 2,237 6,196 1,637

同業態平均（★★県） 15.0%26.4%17.8%43.1%27.1%13.7%

同業態平均（★★県） 1,6386,6363,05011,324

全国平均 13,192 3,867 7,833

★★県

入院医療費 入院外医療費

※全国・ ★★県・

医療費
単位：(円)

御社
23年度 9,541 1,652 6,036 1,853

24年度 11,764

6,813

歯科医療費

1,492

1,426

1,812

1,890

は平成24年度データ同業態

7,488

1,106

御社
23年度

24年度 12,526 3,823

6,116

御社の

13,115 4,200

円）

1,551

／歯科 30,036,250

3,100

7,610 1,607

★★県

6,722 1,942

23年度

／入院外 86,036,080

全国平均 12,763 3,545

円）

円）24年度 総医療費: 199,012,170 （入院

医療費
単位：(円)

入院医療費 入院外医療費

被保険者１人当たりの月平均医療費の比較（0歳～74歳）

24年度 1,067

12,090 3,614 6,925

加入者１人当たりの月平均医療費の比較（0歳～74歳）

23年度 1,351 1,32424年度

平成26年5月2日作成

13.7% 24.9% 44.3% 21.4% 23.9%

御社の 24年度 総医療費: 150,564,540 （入院 39,674,440

歯科医療費

60,738,820 ／入院外 108,237,100

10,264 2,336

11.9% 30.5% 39.2% 13.3% 25.0% 31.1%

全国平均

御社
8.3% 19.0% 47.1% 17.0% 18.1%

24年度

／歯科 24,854,020 円）

ＳＡＭＰＬＥ 様 事業所健康度診断

メタボリック
シンドロームの
リスク保有率

腹囲リスク 血圧リスク 代謝リスク 脂質リスク
喫煙者の
割合

（参考）

生活習慣病のリスク保有率の比較

13.7% 34.1% 39.9% 14.3% 28.1%

10.9%

13.7%

23年度

34.9%

★★県

名 名

円 円

名 名

円 円

同業態平均（★★県） 10,069 2,237 6,196 1,637

同業態平均（★★県） 15.0%26.4%17.8%43.1%27.1%13.7%

同業態平均（★★県） 1,6386,6363,05011,324

全国平均 13,192 3,867 7,833

★★県

入院医療費 入院外医療費

※全国・ ★★県・

医療費
単位：(円)

御社
23年度 9,541 1,652 6,036 1,853

24年度 11,764

6,813

歯科医療費

1,492

1,426

1,812

1,890

は平成24年度データ同業態

7,488

1,106

御社
23年度

24年度 12,526 3,823

6,116

御社の

13,115 4,200

円）

1,551

／歯科 30,036,250

3,100

7,610 1,607

★★県

6,722 1,942

23年度

／入院外 86,036,080

全国平均 12,763 3,545

円）

円）24年度 総医療費: 199,012,170 （入院

医療費
単位：(円)

入院医療費 入院外医療費

被保険者１人当たりの月平均医療費の比較（0歳～74歳）

24年度 1,067

12,090 3,614 6,925

加入者１人当たりの月平均医療費の比較（0歳～74歳）

23年度 1,351 1,32424年度

平成26年5月2日作成

13.7% 24.9% 44.3% 21.4% 23.9%

御社の 24年度 総医療費: 150,564,540 （入院 39,674,440

歯科医療費

60,738,820 ／入院外 108,237,100

10,264 2,336

11.9% 30.5% 39.2% 13.3% 25.0% 31.1%

全国平均

御社
8.3% 19.0% 47.1% 17.0% 18.1%

24年度

／歯科 24,854,020 円）

ＳＡＭＰＬＥ 様 事業所健康度診断

メタボリック
シンドロームの
リスク保有率

腹囲リスク 血圧リスク 代謝リスク 脂質リスク
喫煙者の
割合

（参考）

生活習慣病のリスク保有率の比較

13.7% 34.1% 39.9% 14.3% 28.1%

10.9%

13.7%

23年度

34.9%

★★県

【事業所健康度診断の例】

○○○製作所

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

メタボリック

リスク

腹囲リスク

血圧リスク

代謝リスク

脂質リスク

喫煙（参考）

生活習慣病のリスク保有率の比較

★★県

御社（24年度）

同業態

協会けんぽの例 事業主への医療・健康情報提供の取組
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データヘルスの推進（ステップ②）

12

生活習慣病等の発症予防

○前提としての特定健診の受診率向上

○特定保健指導もより効果的な方法はないか。例えば、

優先順位をつける場合にはデータを活用してより効果的

な者から実施できないか。

○うつ病予防にどう取り組む？
－安衛法の改正法への対応（ストレスチェック）
－地域保健として何をする？

○食生活の基本となる歯科保健への展開
－歯科保健指導が糖尿病を始めとする生活習慣病にどのよう
な効果があるか今後効果検証を実施予定



（参考）統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害 男性

（参考）統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害 女性

※ 気分障害の壮年期男女及び高齢女性の患者数及び患者割合が大きく増加、上昇している。

資料 ： 患者調査、人口動態調査をもとに障害保健福祉部にて作成

うつ病など気分障害の総患者数（推計）および患者割合の変化 【年齢階級別】

0万人

1万人

2万人

3万人

4万人

5万人

6万人

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%
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H8患者数 H23患者数 H8患者割合 H23患者割合

0万人

1万人

2万人

3万人

4万人

5万人

6万人

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%
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84

85
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89
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～

H8患者数 H23患者数 H8患者割合 H23患者割合

0万人

1万人

2万人

3万人

4万人

5万人

6万人
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1.0%

1.5%

2.0%

0～
4歳 5～

9

10
～

14

15
～

19

20
～

24

25
～

29

30
～

34

35
～

39

40
～

44

45
～

49

50
～

54

55
～

59

60
～

64

65
～

69

70
～

74

75
～

79

80
～

84

85
～

89

90
～

H8患者数 H23患者数 H8患者割合 H23患者割合

気分［感情］障害（躁うつ病を含む） 男性

気分［感情］障害（躁うつ病を含む） 女性
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健保組合における歯科健診及び歯科医療費に関する分析事例

○ デンソー健保組合では、加入者の歯のQOLの向上に向け、地域の歯科医師会とも連携して、長期間にわたり、歯
の健康増進に取り組んでいる。

○ また、自組合における医科及び歯科医療費の経年データを蓄積し、分析。その結果、
（Ａ）継続的に歯科健診を実施している集団は、医療費が減少、もしくは横ばい
（Ｂ）歯周疾患がある集団は、歯周疾患がない集団と比較して医科医療費が高い
という分析結果を得ている。

91,959 

107,759 

38,392 

44,664 

歯周疾患なし

歯周疾患あり

医科医療費 歯科医療費 (円)

（Ｂ）歯周疾患の有無による年間医療費の比較

(n = 4,545)

(n = 50,688)

これらの分析結果を踏まえ、
デンソー健保組合では、平成22年度より、集団歯
科健診の検査項目に歯周疾患予防を付加し、受診
者に対して、歯周疾患予防の意識づけとフロス使
用などによる日頃のケア指導を実施している。

17,883 15,116

72,333 72,619

90,216 87,807
(円)

14,751

13,762

73,260 53,946

88,011

87,708

(円)Ａ社 Ｂ社

歯科健診実施

16,923

16,374

51,622 68,921

68,545

85,295

(円) Ｃ社

歯科健診任意受診

（Ａ）歯周疾患の有無による年間医療費の比較

15,800

医科医療費 歯科医療費

デンソー健保組合の例
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①委託

歯科保健サービスの効果実証事業歯科保健サービスの効果実証事業

事業目的

厚生労働省

・医療費・歯科医療費の現状分析

・検討会を設置。当検討会にて研究デザインを含む事業
スキームを決定
（実施カ所、事業規模、実施方法などを決定）

・関係者（病院・診療所）･機関（国保・健保）・団体（医師・
歯科医師会）と協力
・事業実施にかかるプロトコール策定
（問診表→口腔内検査→診断→ブラッシング指導など）

実証事業

企画・立案

生活習慣病患者に対して歯科保健サービスを実施①

②

データ検証 実証事業の結果を基に、レセプト情報・診療情報を蓄積
し、医療費・歯科医療費比較・検証

歯科保健サービス効果に関する検討会（仮称)

平成26年～

平成29年頃

委託事業者

○ 日本再興戦略も踏まえ、２０２５年に向け、健康増進・予防サービスの充実等により、国民の医療・介護需要の増大をできる限り
抑えつつ『国民の健康寿命が延伸する社会』を目指す。

○ 予防を推進するためには、歯科健診を推進する必要がある。そのため、歯科健診が効果のあるとされている糖尿病患者や要介
護高齢者等に対し、歯科健診・歯科保健指導を実施し、効果について検証する。

○ そして、検証結果をもとに厚生労働省にて検討会を実施し、歯科健診・歯科保健指導にかかるガイドラインを策定、医療から予
防への転換、健康長寿社会の実現、医療費適正化効果を見込んでいる。

要介護高齢者等に対して歯科保健サービスを実施

歯科健診・歯科保健医指導にかかるガイドライン策定

②実績報告・研究結果報告

③

平成26年～平成28年
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データヘルスの推進（ステップ③）

16

重症化予防などの費用対効果を踏まえた保健事業

○健診・レセプトデータを活用した対象者の抽出

○糖尿病性腎症患者の透析防止など

⇒団塊の世代が高齢化を迎えるに当たっての医療・保健・

介護の在り方の試金石。（『治療』⇒『健康管理』へ。地

域の中でどのように役割分担をするか？）



レセプト・健診データの突合分析による糖尿病の重症化予防事業

健診結果データにレセプトデータを突合し分析を行ったところ、HbA1cの数値が悪い者の中には
①医療機関への定期的な受診を行っていない
②せっかく治療を受けていても状態が改善せず治療効果が得られていない
など、適切な受診状況といえない者が散見された。

取り組みの背景

対象者の抽出（概念図）

【定期検査報告コース】

64％が改善
（うち24％が6.5％未満に改善）

【教育入院コース】

60％が改善
（うち20％が6.5％未満に改善）

事業効果

n = 42

17

サノフィ・アベンティス健保組合の例



広島県呉市国保の例

○レセプト等から抽出した病名毎に保健指導対象者を選定し、医師や薬剤師、歯科医師と連携した、疾病の重症化予防
の取組を実施
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後期高齢者医療におけるデータヘルスの取組例
○都道府県後期高齢者医療広域連合において、市町村等と連携し、レセプト等の情報を活用して被保険者への個別指導を実施。

[例１糖尿病性腎症患者の個別指導（滋賀県広域連合）

・レセプト等により、糖尿病性腎症患者であって生活習慣改善
による重症化予防が期待される者を抽出し、医療機関と連携
して、個別訪問による保健指導を実施。

[例２]重複・頻回受診者への訪問指導（長崎県広域連合）

・レセプトにより重複・頻回受診、重複服薬者を抽出し、
個別訪問を通じ適正受診・服薬を指導。

①レセプト等による重複受診・服薬者等の抽出
月20日以上受診している者、同一医薬品が処方されている
者等のデータを抽出

③訪問指導
対象者に対し、保健師、看護師、管理栄養士が訪問指導

・ 適正受診・服薬のアドバイス

・ 生活に関する改善の指導

・ 健康診査、口腔ケア、ジェネリック医薬品に関する啓発等

・ 初回訪問指導後の経過確認(2回目訪問)

②対象者のリストアップ
抽出者から入院・施設入所者、がん患者等を除外し、訪問
指導対象者を選定

被保険者

④保健師等が訪問指導
・食事療法や日常生活管理
・栄養指導 等

広域連合
①レセプト等により
対象者を把握

②対象者を連絡

⑤実施状況報告

③指導内容調整

治療

⑥報告

市町村

協力・連携

主治医

地域医師会等
関係機関
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データヘルスの推進（ステップ④）

20

加入者を相当程度網羅的にカバーしたリスク別の健康
管理・保健事業の実施

○データを活用し加入者をリスクに応じて何段階かに分類

○ポピュレーションアプローチから重症化予防まで網羅的

に保健事業を実施



母体企業と保険者のコラボレーションによる
全階層を対象とした階層別予防事業

リスク階層分け

被保険者の健康度に応じて健康リスクの階層化を実施し、それぞれの階層にアプローチすることで、１
次予防から３次予防までを網羅した予防事業に取り組んでいる。

取り組みの全体像

定期健康診断結果から複合的要素を加味して予防可能なリスク疾病につながる兆候がある
者の抽出を実施し、レセプトデータを突合させて治療状況の確認。

分析情報を基に被保険者一人ひと
りのリスク度合いの順位付け（左
図 ）を行い、リスク程度に応じた階
層に分類。

21

フジクラ健保組合の例


